




























































































































































































































































害で 1000 万円、1993 年の北海道南西沖地震（奥
尻島津波災害）では 1350 万円に達した。だが、
阪神・淡路大震災では、雲仙の約 8 倍、奥尻の約




































































阪神・淡路大震災 10 年を期して、今年 1 月 17
日、関西学院大学に災害復興制度研究所が開設さ
れた。「防災」をうたう研究機関は全国にあまた
存在するが、「復興」をうたった研究所は、おそ
らく全国初。それもハードな社会基盤の復興では
なく、被災者の生活再建に照準を合わせた「人間
復興」の社会・法システムの構築をめざす社会科
学系の研究所だ。
研究は「all-round」ではなく、「strategic（戦
略的に）」に進める。「strategic」とは、公共工事
を中心にした社会基盤の復旧・復興や資金力のあ
る大企業の再建まで視野に捉えるのではなく、あ
くまで「人間復興」をキーワードに被災者個々が
被災から再生できる社会システム・法体系の研究
に照準を絞るということだ。
各被災地の被災体験の共有化を図り、復興思想
として昇華させる「反応釜」としての役割を果た
すことも大きな仕事だ。シンポジウムやワーク
ショップ、さらにはメーリングリスト、会報など
のツールを駆使して、全国に散らばる被災地をつ
ないでいきたい。いわばバーチャルな「被災地会
議」を主宰することによって、被災の知恵を伝達
し、制度・システムとして磨き上げ、再起への「助
け合いネットワーク」を災害列島に構築すること
をめざす。
そのために、復旧・復興に向けての理念と具体
的な手だての数々を「知恵の蔵」として蓄積し、
被災者支援に取り組む各地、各界の人たちの存在
を「志のアーカイブ」として紹介する。
人間の生活再建は、再生でなければならない。
「再生的復興」とでもいおうか。被災で何かを失っ
ても、改めて生きる目標が与えられる。そんな支
援システムを構築したい。
今世紀半ばまでに東海・東南海・南海地震とい
う広域巨大地震の発生が予測されている。私たち
は、そのハルマゲドンの日までに救済の知恵を世
に問わなければならない。それが、6400 余とい
うおびただしい墓標の上に、10 年の歳月を刻ん
できた阪神・淡路大震災の被災地の責務と考える
からだ。
［雑誌「世界」2005 年 12月号］
